
（４）職場における健康づくり

仕事や子育てに忙しい世代は、自分の健康づくりに費やす時間がなかなかありません。その

ため、１日の大半を過ごす職場での健康管理の在り方が、生活習慣病予防、健康寿命延伸の鍵

を握っています。 

環境づくりの目標 

職場における健康づくり 健康経営に取り組む事業所を増やす 

健康経営の取組により従業員の健康状態が改善したと感じる事業

所を増やす 

現状・課題 

○令和３年（2021 年）１月に実施した「令和２年度 健康に関する市民意識調査（横浜市健康福

祉局）」において、市民の３分の１は、生活習慣改善の必要性は感じていても行動するつもりは

ない、又は、関心がないと回答しており、健康に関心が薄い層への効果的なアプローチを進め

る必要があります。

○25～59 歳の女性の約８割、男性の９割以上は就労しています。

○大規模の事業者と比較すると、小規模の事業者では毎日飲酒する者や喫煙する者の割合が高

く、中小規模の事業者では健診・がん検診の受診率が低いという状況が分かっています。

目指す姿 

本人の意識に関係なく、自然と健康づくりにつながる環境があります。 

自然と健康づくりが行われる職場環境があります。 

目標 指標（直接成果） 直近値 目標値 

健康経営に取り組む事業所を

増やします。 

横浜健康経営認証新規認

証事業所数（累計） 

1,104 事業所 

(R4(2022)年度) 

1,854 事業所以上 

(R14(2032)年度) 

健康経営の取組により従業員

の健康状態が改善したと感じ

る事業所を増やします。 

健康状態の改善を感じて

いる横浜健康経営認証ク

ラスＡＡ、ＡＡＡ認証事

業所の割合 

43.9％ 

(R4(2022)年度) 

48％以上 

(R14(2032)年度) 
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取組を推進する 10 の視点の中で特に取り入れるもの 

                           ③ナッジやインセンティブの活用 

                           ④環境の創出と利活用 

⑤つながりで進める健康づくり 

⑥誰も取り残さない健康支援 

⑧平時からの健康づくり 

⑨産学官連携・共創 

 

 

 

取組対象 取組内容 

行
政
の
取
組 

市内企業/経営層 ○健康福祉局と経済局が連携しながら、横浜健康経営認証制度を活用

し、健康経営について啓発します。 

担当者 ○専門職がいない小規模の事業所でも従業員の健康づくりに取り組み

やすくなるよう、健康づくりの情報発信やコンテンツ提供を行いま

す。 

従業員 ○産業保健機関、民間企業等と連携し、市内事業所向けに健康講座

(運動、食生活、歯科等)を実施します。 

 

 

全取組テーマの市民の行動目標につながる職場における健康づくり（３章と４章のまとめ） 
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